
 
 労働基準法では、以下のような場合等に、平均賃金を計算し、各種手
当等を算出することとしています。 

   やむを得ず労働者を解雇しようとする場合は、少なくとも３０日以上

前に予告するか、即時解雇の場合は３０日分以上の平均賃金（解雇予

告手当）を支払わなければなりません。 

 

   使用者の責に帰すべき事由により労働者を休業させた場合は、休

業させた所定労働日について、平均賃金の６０％以上の賃金（休業手

当）を支払わなければなりません。 

 

   年次有給休暇取得中の賃金については、就業規則その他に定める

ものの規定に基づき、平均賃金又は所定労働時間に労働した場合に

支払われる通常の賃金を支払わなければなりません。 
   ※ただし、労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数を代表す

る者との書面による協定により、健康保険法の標準報酬日額に相当する金額

を支払う旨の定めをしたときは、これを支払わなければなりません。 

 

 

 

 

 

上記のほか、労災保険の給付基礎日額や、減給の制裁の制限額

（労働基準法第９１条）を算出する場合にも、平均賃金を用います。 



 

 

 

 ※「算定事由発生日」とは、解雇を通告した日、使用者の都合により労働者を休業
させた日（休業が連続する場合は休業の最初の日）、年次有給休暇を取得した日

（年次有給休暇の取得が連続する場合は、年次有給休暇を取得した最初の日）、

などを言います。 

 ※賃金締切日がある場合は、その起算日は算定事由発生直前の賃金締切日です。 

 

 

例１  賃金締切日：毎月２０日 

    平均賃金算定事由発生日：７月１０日 

６月分（５/２１～６/２０）：基本給２０万円、通勤手当１万円 

５月分（４/２１～５/２０）：基本給２０万円、通勤手当１万円、残業手当２万円 

４月分（３/２１～４/２０）：基本給２０万円、通勤手当１万円、残業手当１万円 

 

平均賃金＝
（２１万円＋２３万円＋２２万円）

（３１日＋３０日＋３１日）
≒７，１７３円９１銭 

 

 

平均賃金額＝
算定事由発生日以前３か月間の賃金総額(総支給額)

３か月間の総暦日数
 

7/10 解雇通告（算定事由発生日） 

3/20 4/20 

 

5/20 

 

6/20 

 

7/20 

 

起算日（直前の賃金締切日） 
平均賃金算定期間（３か月） 



（賃金の一部又は全部が日給、時間給、出来高給で定められている場合） 

 

 

 

例２  賃金締切日：毎月２５日 

（時給１，０００円、通勤手当１日４００円、１日５時間勤務） 
   平均賃金算定事由発生日：３月１日 

２月分（１/２６～２/２５－労働日１５日）：基本給７５，０００円、通勤手当６，０００円 

１月分（１２/２６～１/２５－労働日５日）：基本給２５，０００円、通勤手当２，０００円 

１２月分（１１/２６～１２/２５－労働日１０日） 

：基本給５０，０００円、通勤手当４，０００円 

 

① 原則による計算 

    
（８１，０００円＋２７，０００円＋５４，０００円）

（３１日＋３１日＋３０日）
≒１，７６０円８６銭 

② 最低保障額 

    
（８１，０００円＋２７，０００円＋５４，０００円）

（１５日＋５日＋１０日）
×０．６＝３，２４０円 

 

①と②を比較すると、②の方が高いので、この場合の平均賃金は 

３，２４０円となります。 

原則で計算した額と、最低保障額とを比較して、 

高い方が平均賃金となります。 

最低保障額＝
算定事由発生以前３か月間の賃金総額（総支給額）

３か月間の実労働日数
×０．６ 

総暦日数 

実労働日数 



 

①７月１０日付で即時解雇を行った場合 

解雇予告手当＝平均賃金７，１７３円９１銭×３０日 

＝２１５，２１７円３０銭≒２１５，２１７円 

②７月２０日付解雇を７月１０日に予告した場合 

                         （１０日間の予告期間がある場合） 

解雇予告手当＝平均賃金７，１７３円９１銭×（３０－１０）日 

                 ＝１４３，４７８円２０銭≒１４３，４７８円 

 

２月２６日から３月２５日までの間、１５日間の勤務予定があったにもか

かわらず、勤務予定の１５日間の内、１０日間を使用者の都合により休業

させた場合（残りの５日間は予定どおり勤務） 

   休業手当＝平均賃金３，２４０円×０．６×１０日間＝１９，４４０円 

（休業手当は、実際に勤務をした５日分の賃金とともに賃金支払期日に支払わなけれ

ばなりません。） 

 

※賃金の端数処理について 
①平均賃金を計算するにあたり、銭未満の端数が生じた場合、これを切り捨てるこ

とは差支えありません。（昭和２２年１１月５日基発第２３２号） 

例１の場合、平均賃金＝６６万円÷９２日＝７，１７３．９１３０４…円 

                             ≒７，１７３円９１銭 

 

②平均賃金を基礎として、実際に解雇予告手当や休業手当等を支払う場合で、１

時間の賃金額や１か月の賃金総額に１円未満の端数が生じた場合、特約がない限

り５０銭未満の端数を切り捨て、５０銭以上を１円に切り上げます。（「通貨の単位及

び貨幣の発行等に関する法律」第３条） 

     ①で算出した平均賃金により解雇予告手当３０日分を支払う場合、 

         ７，１７３円９１銭×３０日分＝２１５，２１７円３０銭 

                          ≒２１５，２１７円 

銭未満切り捨て 

５０銭未満なので切り捨て 



雇入れ後３か月を経過しない労働者をやむを得ず解雇することとなった場合、

平均賃金はどのように計算すればよいですか。 

 雇入れ後３か月未満の労働者について、平均賃金を算定すべき事由が発生し

た場合は、雇入れ後の期間とその期間中の賃金の総額で算定します。（例３、４） 

 

例３ ４月１日に入社した労働者を、５月３１日に解雇通告する場合 

                                （賃金締切日：毎月１５日） 
      ※原則どおり、起算日は直前の賃金締切日となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例４  ４月１日に入社した労働者を、４月３０日で解雇する場合 

                                （賃金締切日：毎月１５日） 
      ※直前の賃金締切日から計算すると、一賃金計算期間に 

満たなくなる場合は、算定事由発生日から計算を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４/１ ４/１５ ５/１５ 

入社 解雇通告（５/３１） 

平均賃金算定期間 起算日（直前の賃金締切日） 

４/１５ ５/１５ 

入社 解雇通告（４/３０） 

直前の賃金締切日 
平均賃金算定期間（４/１～４/２９） 

４/１ 



 会社都合により、６月２１日から６月３０日までの勤務予定日５日間をすべて

休業させました。７月に入り８日間出勤した後、また会社都合により労働者を

休業させる必要が出てきた場合、休業手当を支払う上で、平均賃金を算定す

る際はどの３か月で考えればよいでしょうか。 

 

 

 

 

使用者の都合により休業をさせた日（連続する場合はその最初の日）が算定

事由発生日となるため、６月２１日から３０日の休業手当を支払う際の平均賃金

の算定期間は、算定事由発生日（６月２１日）前の３月、４月、５月の３か月間とな

ります。また、７月１１日以降の休業手当を支払う際の算定期間は、算定事由発

生日（７月１１日）前の４月、５月、６月の３か月間となり、６月分、７月分をそれぞ

れ計算する必要があります。 
 

例５ 賃金締切日：末日 

 

 

 

 

 

 

 

 ①の期間の平均賃金を算出する場合 
→算定事由発生日は、連続する最初の日となるため、６月２１日となります。 

算定期間は、直近の賃金締切日である５月３１日から遡って３か月となるため、 

３/１～５/３１の３か月間となります。 
 

 ②の期間の平均賃金を算出する場合 
→算定事由発生日は、連続する最初の日となるため、７月１１日となります。 

算定期間は、直近の賃金締切日である６月３０日から遡って３か月となるため、 

４/１～６/３０の３か月間となります。 

ただし、使用者の都合により休業させる期間が６月から連続して７月に及ん

でいる場合は、その休業の最初の日（６月２１日）が算定事由発生日となるため、

３月、４月、５月の３か月間を算定期間として計算した平均賃金により６月分、７

月分の休業手当を支払うことになります。 
 

例６ 

 

 

 
 

→算定事由発生日は、６月２１日となります。 

算定期間は、３/１～５/３１の３か月間となります。 

５/３１ ４/３０ ３/３１ ２/２８ ６/３０ 

６/２１～７/２０まで連続して休業 算定期間（３/１～５/３１） 

７/１～７/１０まで８日間出勤 

①６/２1～６/３０まで５日間休業 ②７/１１～休業 ①の算定期間（３/１～５/３１） 

②の算定期間（４/１～６/３０） 

６/３０ ５/３１ ４/３０ ３/３１ ２/２８ 



 Q２の場合で、６月に休業させた５日間の賃金については、会社都合による休

業として、平均賃金の６０％を休業手当として支払っているため、６月分の賃金

は通常の賃金額より減少しています。７月１１日から５日間、会社都合により休

業させる場合、原則どおり平均賃金を計算してもよいでしょうか。 

 

 

 

 

休業手当は、労働基準法第２６条により、最低で平均賃金の６０％以上支払う

こととなっているため、通常の場合よりも賃金額が減少することになります。 

そのため、平均賃金の算定期間中に使用者の都合により休業した日がある 

場合は、休業した日及びその期間については、支払った賃金額が平均賃金の 

６０％を超えるかどうかにかかわらず、休業日としてその日及びその日の賃金を

控除することになります。（１日の一部のみを休業した日についても、休業日とみ

なします。） 

 ※休業の開始日から終了日までの間に、就業規則、労働契約等による休日が

含まれている場合、当該休日の日数は休業した期間の日数に含みます。 
 

例５の場合の平均賃金及び休業手当の計算 

 賃金締切日：毎月末日（時給１，０００円、通勤手当１日４００円、１日５時間勤務） 

②の期間の平均賃金算定事由発生日：７月１１日 

６月分（６/１～６/３０－労働日１６日）：基本給８万円、通勤手当６，４００円 

５月分（５/１～５/３１－労働日２０日）：基本給１０万円、通勤手当８，０００円 

４月分（４/１～４/３０－労働日２２日）：基本給１１万円、通勤手当８，８００円 

３月分（３/１～３/３１－労働日２２日）：基本給１１万円、通勤手当８，８００円 

 

Step1 まずは６月に休業させた５日間の休業手当を計算してみましょう。 

 ①原則による計算（算定期間３～５月） 

   
（１０８，０００円＋１１８，８００円＋１１８，８００円）

（３１日＋３０日＋３１日）
≒３，７５６円５２銭 

 

 ②最低保障額（算定期間３～５月） 

     
（１０８，０００円＋１１８，８００円＋１１８，８００円）

（２０日＋２２日＋２２日）
×０．６＝３，２４０円 

 

①と②を比較すると、①の方が高いので、この場合、 

      平均賃金は、３，７５６円５２銭となります。 

よって、６月２１日から３０日まで５日間休業させた場合、 

      休業手当は、３，７５６円５２銭×０．６×５日間＝１１，２６９円５６銭 

                          ≒１１，２７０円となります。 

 



 

 

Step２ ７月に休業させた５日間の休業手当を計算してみましょう。 

 

①原則による計算（算定期間４～６月） 

 

   
（（８６，４００円）＋１０８，０００円＋１１８，８００円）

（（２０日＋３１日＋３０日）
≒３，８６６円６６銭 

 

 

②最低保障額（算定期間４～６月） 

  
（８６，４００円＋１０８，０００円＋１１８，８００円）

（１６日＋２０日＋２２日）
＝×０．６＝３，２４０円 

 

①と②を比較すると、①の方が高いので、この場合、 

平均賃金は、３，８６６円６６銭となります。 

 

 よって、７月１１日から５日間休業させた場合、 

休業手当は、３，８６６円６６銭×０．６×５日間＝１１，５９９円９８銭 

≒１１，６００円となります。 

 

 

 

 

 

石川労働局 
ご不明な点などがありましたら、石川労働局、各労働基準監督署へお問い合わせください。 

石川労働局ホームページ 

 https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/home.html 

６月分の総支給額から、休業手当（１１，２７０円）を控除 

６月の総暦日数から、休業した日数を控除（３０日－１０日） 

休業開始日（６月２１日）から終了日（６月３０日）

までの間に、シフトによる所定休日が５日間含ま

れているため、当該所定休日も休業期間として 

カウントします。 

https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/home.html

